




















• サステナビリティ調達において、サプライチェーン上の企業に対しFAQを効率
的・効果的に行いたい
• サステナビリティ診断に係る人手･時間･コストを削減したい  
（自己診断の場合、15～30分 ※個人差あり）
• 企業のESGへの取組を客観的で公平な基準で審査したい

• 取組状況を一元管理､経年変化も自動でモニタリング。強みと課題を「見える化」
• 制度加入を検討している域内企業や金融機関への事前ニーズ調査
• 制度運用時のサステナビリティ診断ツールKIBOH2030の活用サポート
• 企業の責任あるサプライチェーン・マネジメントのためのKIBOH2030の活用サポート

頻出する課題

提供できる価値

環境 日本工営株式会社 地球環境事業部 サステナビリティデザイン室
   　nk-sdgslocal-info@n-koei.co.jp

お問い合わせ

【札幌商工会議所】「SDGs経営表彰」での活用
導入事例

採用している設問は企業のSDGsへの取組度合いを診断するにあたり最適でした。その
企業の強み・弱みなどそれぞれの特徴を報告書に記載しているので、強みは伸ばし弱み
は優先度の高い順に潰していくなど、継続した取組として活かすことができました。診
断結果はデータとして残るので、時系列で分析し継続的に改善可能です。
（中小企業診断士 橋詰敦樹様、共同開発社 未来教育株式会社 代表取締役 水野雅弘様） 左：中小企業診断士 橋詰敦樹様

右：未来教育株式会社 代表取締役 水野雅弘様

※ESG＝企業の持続可能性を評価するための指標。
「Environment（環境）」、「Social（社会）」、「Governance（ガバナンス）」の略

自社開発ツール「KIBOH2030」を用いて、地域事業者のサステナビリティ向上に繋がる支援をします
「KIBOH2030」による事業者サステナビリティ支援

• ブルーカーボンとして注目が集まる藻場であるが、国内外で減少傾向が継続
• 藻場創生の成功可能性を高めるためには、藻場の生育に適した水域の情報が必要
• 藻場は水中に生育するため、視覚的・面的に情報を把握しづらく、生育環境の情報
取得が困難
• 情報を取得できても、藻場創生活動に結びつけ役立てることは、専門的な知見が
ないと困難

頻出する課題

MobaDASによる藻場関連情報の見える化

環境

▼MobaDASによるサービス提供の流れの例

▼「KIBOH2030」診断イメージ

▼10社前後の診断を行っていただきました

▼MobaDASの提供するユーザーインターフェースのイメージ
想定効果・分析イメージ 

• 藻場の生育する水中の環境情報への簡易なアクセス
• 活動を行いたい海域における藻場創生適地を可視化
• 将来的な環境変動にもレジリエントな藻場創生活動の提案
• 藻場創生活動に成功した場合のブルーカーボン創出量を算出

MobaDASでは、藻場生育適性度と併せて生育に関連する環境情報の分
布も表示します。観測頻度の高い衛星データなどの解析から得られる準
リアルタイムの環境情報を利用した食害生物などの危険度表示・アラー
トサービスの開発も進めています。本サービスの実装により、藻場創生
だけでなく維持管理にも貢献できるサービスの実現を目指します。

提供できる価値

日本工営株式会社 中央研究所
   　ml-ResilienceLab.RD@dx.n-koei.co.jp

お問い合わせ

NEDO主催の衛星データ活用コンテストにおいて第1位を獲得（2025年1月）

水理水質シミュレーション×衛星画像解析×藻場に関するドメイン知識で藻場創生適地を見える化します

藻場創生適地・対策提案サービス「MobaDAS」

• 再エネの導入と地域供給の仕組みが未整備である
• 排出量や削減量の把握・管理が困難である
• 脱炭素施策の方向性や優先順位が不明瞭である
• 施策の具体化や事業化に向けた体制が不足している
• データ活用やICT導入の知見・人材が不足している

脱炭素社会の実現に向けて、再生可能エネルギーの活用や温室効果ガス排出量の削減、エネルギーの地産地消の推進が求められていま
す。地域特性に応じたエネルギー源の確保や、レジリエンスの向上と環境負荷の低減を両立するまちづくりが重要です。
また、データに基づく現状把握や施策の立案・事業化、ICTの活用なども、自治体・企業が取り組むべき重要な要素となっています。

このような困りごとを抱える皆さまを支援する、私たちのソリューショ
ン・プロダクトおよび関連導入事例をご紹介します。

エネルギー・脱炭素

自治体・企業の困りごと

持続可能な地域づくりに向けたエネルギー活用と脱炭素化

• 地域特性を活かした脱炭素まちづくりの推進が難し
い状況である 
• 地域に適した再エネ電源の安定確保が依然として課
題である
• 災害対応力と持続可能性を両立する地域づくりが進
んでいない 

• 再エネ地産地消、MG※1などの事業開発から建設、運用
に至るワンストップサービスの提供
• 蓄電システム、EMS※2の提供 
• 再エネ導入および利活用に関する計画立案、導入支
援、事業化検討
• 都市計画およびインフラ整備に関するコンサルティ
ングサービス

頻出する課題

提供できる価値

エネルギー・脱炭素 日本工営エナジーソリューションズ株式会社 再エネアグリゲーション部
   　ml-ene-agr@bx.n-koei.co.jp

お問い合わせ

地域エネルギーマネジメント（マイクログリッド）

想定効果・分析イメージ 

MG※1の構築、再エネ地産地消、脱炭素まちづくりの実現に
向けた計画策定、ポテンシャル調査、事業計画の立案を行
いました。
自社開発のシステムを活用した地産地消に適したシステ
ムと運用方法を提案いたします。
地域の意向と地域特性を尊重し、自治体、地元企業との最
適な地域連携の構築と合意形成を得るため支援を行いつ
つ、弊社も事業参画を目指しながら運営支援を行います。

【MG構築】
・葛尾村：自営線MG構築事業へのEMS、蓄電池の提供
・釧路市：既設連系線MG構築事業へのEMS、蓄電池の提供
【地域連携、再エネ導入】
・須賀川市：地産地消システム構築事業化検討、地元企業連携
・三島町：木質バイオマス活用と林業再生による
  地域循環共生圏事業化検討、協議組織立上げ
・いわき市：モデル地区での官民連携事業スキーム構築、
  事業者マッチング支援
・屋久島町：RE100を目指した地域循環共生圏構想の事業FS
・薩摩川内市：らせん水車の発電所建設と電気の地産地消

▼導入先情報

▼地域エネルギーマネジメント（マイクログリッド）

エネルギーマネジメント技術で、地域のゼロカーボン・レジリエンス強化に貢献します
自治体のゼロカーボン・共生圏

※「MobaDAS」は商標登録出願中です。

※「KIBOH2030」 は日本工営株式会社の登録商標です。

※1…MG＝マイクログリッド
※2…EMS＝エネルギーマネジメントシステム
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